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高齢者介護･福祉分野へのトータルソリューション

日立グループは,高齢者介護･福祉分野のベストパートナーとして,情報システムから設備機器,介護サービスまでの一貫したトータルソリ

ューションを提案している｡

わが国では高齢化が急速に進行しており,2025年には

おおよそ4人に1人が65歳以上という超高齢社会を迎え

ようとしている｡このような状況に対応するため,政府

は｢新ゴールドプラン+を制定し,｢公的介護保険制度+

の導入を決定するなど,社会保障構造改革を進めている｡

日立製作所は,高齢者介護･福祉分野で,｢こころ豊か

な日々を,八と創る｡ともに進む｡+をスローガンに,関

連会社を含めたグループ全体での連携を強化し,情報シ

ステムから設備機器,介護サービスまでの一貫したトー

タルソリューションを提案している｡

特に,介護保険の運営者である自治体用としては,短

い時間で介護保険制度のスムーズな良二ち上げと円滑な運

営を支援するため,介護保険制度に必要な業務の観点か

ら導き出した介護保険システム｢ライフパートナー+を

提案する｡

また,老人保健施設用としては,みずからが施設を建

設,運営しているノウハウを基に,利用者には!女心でき

る療養環境を,介護スタッフにはゆとりのある介護環境

を,運営者には健全な運営環境をそれぞれ実現するため

の情報システムを提案していく｡
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はじめに

総務庁発表の1997年10月1日現在の人【l推計による

と,わが任Iの65歳以上の老年人11は1,976万人となっ7ご｡

総人口に占める割合は前年比0.6ポイントト昇して15.7

%となり,わが凶は高齢社会を通り越し,確実に超高齢

化社会を迎えようとしており,1せ界で類を見ない規模と

スピードで少子･高齢化が進行している｡

ここでは,今後の超高齢化社会に対応する介護･福祉

関連の日立グループの取組みと,自治体用介護保険シス

テム,および老人保健施設用支援サービスについて述

べる｡

超高齢化社会に対する日立グループの取組み

今後の超高齢化社会に対応するため,政府は,重要施

策として介護施設･サービスなど最の充実と整備を定め

た｢新ゴールドプラン+を制定し,介護を社会的に支え

る仕組みとなる｢公的介護保険制度+の導入を決定する

など,社会保障構造改革の第一歩を進めている｡

このような社会状況を踏まえ,R束製作所は,関連会

社を含めた日立グループ全体で,｢こころ豊かな口々を,

八と創る｡ともに進む｡+をスローガンに,高齢者介護･

福祉関連での事業化を推進している｡

この事業の特徴は,情報システムの構築,設備機器の

提供,配食･入浴の介護サービスや老人保健施設の運常

サービスなどを土台とし,自治体,福祉施設,介護サー

ビス事業者,家庭に対して,｢高齢者の自束支援+をコン

セプトに,トータルソリューションとしての取組みを実

施していることである(図1参月別｡

自治体用介護保険システムの概要

3.1介護保険と自治体の検討課題

2000年4月1Hからの介護保険の施行に向けて,保険

者である自治体は大きな転換を図っている｡

｢介護サービスの担い手から,地域福祉のコーディネー

ターヘ+という新たな役割を担うには,市場のデザイン

と組織のデザインが必要と考える｡

(1)介護保険事業計画の策定(市場のデザイン)

事業計画は,要介護者に対して必要な介護サービスを

適切に提供するために,制度運営のベースとなる介護保

険の｢給付+と｢負担+のバランスを検討するものであ

る｡地域のニーズを踏まえるため,実態調査を行い,要

介護度別人数の推計,サービス種類ごとの見込み量の推
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自治体

家 庭

介護サービス事業者 福祉施設

日立グループの総合福祉システム

｢高齢者の自立支援+

情報システム 設備機器 サービス

図1 日立グループの福祉への取組み

情報システム･設備機器･サービスを土台とし,福祉を受ける

方々はもちろんのこと,福祉を支える方々も支援する｡

計,保険給付の試算,市町村特別給付の検討,保険料の

試算などを行う｡

(2)介護保険業務の運営(組織のデザイン)

介護保険は,従来の｢措置+から｢保険+への大転換

を図るものである｡そのため,介護保険の業務では,単

なる従来業務の追加や変更ではなく,業務の考え方その

ものの変革を伴った,まったく新しい業務のデザインが

必要である｡すなわち,要介護認定や給付の上限管理な

ど,これまでに経験したことのない業務を,どの組戯で

どう処理するかをデザインする｡

ここでのポイントは,保険料の徴収や認定などの業務

が大量であるという｢量+の面,複数のサービス事業者

や保険料の徴収者が関連していて複雑であるという｢質+

の曲である｡すなわち,業務のデザインは,地域連携･

官民連携を伴ったシステム化を前提に考える必要がある｡

3.2 日立製作所のソリューション

臼治体は,20()0年4月(実質は準備認定が始まる1999年

10月)までに,上記二つのデザインを実行するものと考

える｡

この自治体を支援するため,日立製作所は,コンサル

テーションからシステム構築までの一貫したトータルソ

リューション｢ライフパートナー+を提案している(図2

参照)｡

(1)介護保険事業計画策定支援サービス

このサービスは,自治体の介護保険事業計画の策定を

支援するものである｡このサービスでは,データマイニ

ングなどの分析ツールを使い,実態調合での膨大なデー

タを多角的かつ効率的に処理することにより,各種サー
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図2 自治体向けソリューションの体系

スムーズな介護保険システムの開発に向けて,事業計画から運用

までを連携させた支援を行う｡

ビスの利用意向の決定を‾支援する｡また,積数のサービ

スモデルを基に,サービス量,給付雪,保険料のシミュ

レーションを行い,住民が納得できるサービス水準と実

現できるサービス確保策の両面から,各サービスモデル

の評価を行い,介護保険運営にかかわる意思決定を迅速

に行うことができる｡

さらに,単なる市場のデザインにとどまらず,実態調

査分析から導かれる要介護者数を基に,認定審査会の数

や認定調査員の数,各種業務量を推定し,細.織のデザイ

ンヘのフィードバックも行うことにより,組織･市場が

一体となった計痢策定が可能である｡

(2)介護保険システム計画策志文技サービス

このサービスは,介護保険の円滑な運営に向けて,業

務の観点から介護保険を整二哩し,｢住民本位+と｢[川二支

援+のコンセプトの‾卜に,業務･射1織のデザインを行う

ものである｡

自治体に即した業務･組織のあり方を検討し,その後,

業務運営体制の整理(どの組織で何をどう処理するか)と,

以下のパッケージシステムを前提に,システム機能の検

討,関連システムの改造検討を同時並行Lて行う｡

(3)介護保険システム構築サービス

このサービスは,自治体の介護保険業務の運川に必要

な四つの機能を持つパッケージシステム｢ライフパート

ナー/P+を核としたものである｡介護保険制度の標準化

様に基づき,(1)被保険箭台帳を管理するための｢資格管
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図3 介護保険システムの概要

パッケージを利用することにより,2000年4月l日から施行され

る介護保険の適切な運営を実現する｡

理システム+,(2)第1一っ･被保険者の保険料の算定･通

知･徴収･滞納を管理するための｢保険料納付管坤シス

テム+,(3)ノ受給資格情報を管理するための｢受給者管理シ

ステム+,(4)サービス給付実績を管理するための｢給付実

績管理システム+から成る｡システムの概要を図3に示す｡

このパッケージの特徴は,オープンなシステム環咤で

利用でき,過一切なコストでの導入が吋能な点にある｡ま

た,(1)パッケージ内にコード変換プログラムを備えてい

るなどマルチプラットフォーム対応であること,(2)ニー

ズに合わせたデータベースソフトウェアを選択できるこ

となど,自治体の規模や目的に合わせたシステム構築が

七†能である｡さらに,クライアントーサーバシステムによ

り,介護の現場に不‾叶欠な時間外運用の実現や,地域連

携を視野に入れたオープン件も確保している｡

支援サービスの概要

老人保健施設は,病状一女左期にある要介護者に対して

医療サービスとR常牛括サービスを提供することによ

り,日立を支援L,家庭への復帰を臼指す所である｡

日立グループは,みずからが施設を建設,運営するこ

とにより,そこで蓄えたノウハウを基に,事業計画から

基本計画,実施設計,建設,運用に至る顧客業務に対応

した,一貫したトータルソリューションが提案できる｡

口且製作所健康保険組合が老人保健施設｢しおさい+

を建設した｢川勺は,地域社会への貢献と健康保険組合の
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日立製作所健康保険組合の 太陽光発電
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凰
図4 日立グループの老人保健施設用情報システムの概要

介護保険実施後は,より詳細なケアマネジメントのために,介護

情報のデータベース化が重要になる｡

高齢者医療にかかる支出の削減である｡

また｢しおさい+では,介護の充実を最優先に考え,

以下のような瞭養環境,介護環境および運営環境の提供

を目指している｡これらを実現する情報システムを国4

に示す｡

(1)利用者に安心のできる瞭養環境として,ベッドやト

イレからのナースコール,トイレ長時間i常在検知,はい

かい検知,館内モニタなどにより,利用者とスタッフと

のつながりを常に確保する｡

(2)介護スタッフのゆとりある介護環境として,介護内

容や申し送り事項などスタッフ間での情報の共有化と,

ハンディターミナルやバーコード手帳など情報入力手段

の簡易化により,事務処理の軽減と介護業務の効率化を

可能にする｡

(3)運営者の健全な運営環境として,空調や電気設備機

器の集中管理により,利用者ひとりひとりに適した居住

環境とランニングコストの低減を‾吋能にする｡

また,利用者を対象にICカードを発行し,身体状況,

医療情報,介護情報などを施設と協力病院間でやり,取り
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することにより,一貫したサービス提供ができるように

実証実験を行っている｡今後も｢しおさい+を新規ニー

ズの創出,対応製品の研究開発･製品化の場所と位置づ

け,積極的に情報発信を図っていく考えである｡

おわりに

ここでは,今後の超高齢化社会に対応するための介

護･福祉関連の日立グループの取組みと,日治体用介護

保険システム,および老人保健施設用支援サービスにつ

いて述べた｡

R‾たグループは,情報システム,設備機器,サービス

の連携と蓄積されたノウハウを基に,顧客の計両段階か

らの一貫したトータルソリューションを提案している｡

今後も,公的介護保険制度の導入で変化する市場を迅

速にとらえ,社会連携による高齢者の自立支援に対する

ソリューションの提案を推進していく考えである｡
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